
 

審 議 会 等 の 会 議 録 

 

 

会議の名称 平成２９年度第４回座間市公営企業運営審議会 

開 催 日 時 平成３０年２月２６日（月）１３時３０分～１５時１５分 

開 催 場 所 座間市役所３階 ３－１会議室 

出 席 者 
飛田昭委員、角田厚子委員、井村健太郎委員、森繁委員、長本享一委員、窪博之

委員、芥川とよ子委員、西村佳裕委員、大谷勝也委員 

事 務 局 

上下水道局長、参事兼経営総務課長、水道施設課長、下水道施設課長、経営総務

課経営係長、経営総務課経理係長、経営総務課料金係長、経営総務課経営係主任、

経営総務課経営係主事、経営総務課経理係主事、経営総務課料金係主事、経営総

務課料金係主事 

公開の可否 ■公開 □一部公開 □非公開 傍聴人数  ０人 

非公開・一部 

公開とした理由 
 

議 題 

・前回審議会での質問に対する回答 

・給水需要予測と排水需要予測について 

・財政シミュレーションについて 

資料の名称 

【当日配布資料】 

・会議次第 

・財政シミュレーションにおける有収水量及び水道料金関係資料 

・財政シミュレーションにおける有収水量及び下水道使用料関係資料 

・財政シミュレーション（公共下水道事業） 

・公共下水道事業の主な工事計画 

会議の内容 １ 開会、定足数の確認 

 

２ 議事 

（１）前回審議会での質問に対する回答 

・前回の審議会で「公共下水道事業の同規模事業体に関して茅ヶ崎市の他に座間

市に近い市町村があるか」との質問に対して事務局より回答を行った。 



 

【委員】 

下水道使用料を検討する際には、大和市、藤沢市、海老名市の三市も参考にし

てよいのか。それとも参考にはならないのか。 

【事務局】 

条件が市町村によって違うため、全てを参考にすることは難しい。地方公営企

業法を適用しているかにより、財務状況などに違いがあります。また、流域下水

道事業に参画しているか、単独で排水処理を行っているかによっても大きな差が

あります。そのため、神奈川県内で参考に出来る事業体は、茅ヶ崎市のみになり

ます。 

 

（２）給水需要予測と排水需要予測について 

・給水需要予測と排水需要予測について、事務局より説明を行った。 

 

【委員】 

平成３０年度に有収水量が増加するのは、イオンモール座間の影響が大きいと

のことだが、次の年は減少している。イオンモール座間は営業を続けるはずなの

になぜ減少するのか。 

【事務局】 

イオンモール座間の有収水量に関係なく、座間市全体で有収水量が減少すると

予測されるためです。 

【委員】 

平成２８年度に比べて平成２９年度の有収水量が増加しているのはなぜです

か。 

【事務局】 

座間キャンプ返還跡地の自衛隊宿舎に約２５０世帯が入居したことや、座間総

合病院が開院したことが挙げられます。 

 

財政シミュレーション（公共下水道事業）について 

・財政シミュレーション（公共下水道事業）について、事務局より説明を行った。 

 

【委員】 

一般会計負担金の項目の中に流域下水道建設費がありましたが、どのような費

用なのか。 

 



 

【事務局】 

流域下水道建設費の財源は、殆どが企業債の発行額となります。その企業債の

発行額のうちの４０％が臨時措置分で元金と利子に関する金額を一般会計から負

担金としていただいています。 

【委員】 

雨水対策及び汚水対策は基準外繰入金で、浸水対策、地震対策、長寿命及び施

設改修は基準内繰入金ということですか。 

【事務局】 

建設工事に関しての負担金・補助金の考え方について、繰出基準の対象となる

のは、減価償却費と支払利息です。汚水対策は下水道使用料で賄っており、雨水

対策は繰出基準の対象となるため、一般会計からの負担金で賄っています。地震

対策、長寿命化及び施設改修については、雨水分が発生すれば繰出基準の対象と

なりますが、発生しなければ下水道使用料などで負担します。 

 

下水道事業の主な工事計画について 

・平成３１年度から平成３５年度に計画している主な工事について、事務局より

説明を行った。 

 

【委員】 

平成３１年度から平成３５年度まで入谷・四ツ谷地区で長寿命化が実施される

予定ですが、他の地区はこの後に実施されていくのですか。 

【事務局】 

下水道の整備は昭和４８年頃から始まり、整備開始から約４０年経過していま

す。下水道管渠の標準耐用年数は５０年とされていますが、実際は３０年を過ぎ

た辺りから徐々に傷みだしていて、古い管路から整備を進めています。今から５

年後、１０年後には、南栗原地域なども対象となってきます。 

【委員】 

下水道工事計画での地震対策は、平成２６年度から調査し、地震に対応できな

い所はあまりないとの事だが、どの程度の震度を想定しているのか。 

【事務局】 

重要幹線・緊急輸送路から調査を進めていて、震度７に対応できる程度の構造

かどうかを確認しています。 

 

 



 

４ その他 

 次回の審議会の開催については、３月２２日（木）午後１時３０分から行うこ

ととなりました。 

 

５ 閉会 

 

 


